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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期
第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

第68期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 472,479 575,523 249,125 307,001 982,606

経常利益（百万円） 12,182 16,024 6,382 9,670 27,857

四半期純利益又は四半期(当期)純

損失（△）（百万円）
△9,898 8,079 △11,057 3,725 △5,331

純資産額（百万円） － － 520,971 531,958 516,321

総資産額（百万円） － － 1,045,2321,128,5821,033,503

１株当たり純資産額（円） － － 1,850.321,843.501,842.78

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期(当期)純損失（△）

（円）

△35.49 28.45 △39.65 13.08 △19.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 49.4 46.5 49.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
28,088 17,276 － － 68,073

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△26,548 △8,537 － － △27,334

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,213 △39,815 － － △27,825

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 72,269 68,802 89,302

従業員数（人） － － 37,535 40,773 35,976

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．取引金額には消費税等を含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 40,773(10,654)

  （注）  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

          おります。

　

(2）提出会社の状況　

　 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 51

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）等を適用しておりますが、セグメント区分については実質的に変更がないため、前年同四半期比を記載し

ております。

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

前年同四半期比
（％）

金属製建材事業（百万円） 57,324 118.7

水回り設備事業（百万円） 46,254 138.3

その他建材・設備事業（百万円） 15,492 93.2

住宅・不動産他事業（百万円） 882 118.6

合計（百万円） 119,954 121.0

　（注）　金額には消費税等を含んでおりません。

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

 前年同四半期比
（％）

金属製建材事業（百万円） 25,744 168.0

水回り設備事業（百万円） 13,663 223.5

その他建材・設備事業（百万円） 12,921 124.6

流通・小売り事業（百万円） 24,770 107.0

住宅・不動産他事業（百万円） 8,464 104.6

合計（百万円） 85,565 135.7

　（注）　金額には消費税等を含んでおりません。

(3）受注状況

　金属製建材事業及びその他建材・設備事業の工事物件については、受注生産を行っております。当第２四半期連結

会計期間における受注状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円）
 前年同四半期比
（％） 

受注残高(百万円)
 前年同四半期比
（％） 

金属製建材事業 29,468 177.2 97,578 148.5

その他建材・設備事業 4,835 99.8 10,279 82.5

　（注）　金額には消費税等を含んでおりません。
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(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

 前年同四半期比
（％）

金属製建材事業（百万円） 123,258 128.2

水回り設備事業（百万円） 97,907 139.8

その他建材・設備事業（百万円） 38,610 99.7

流通・小売り事業（百万円） 34,740 103.9

住宅・不動産他事業（百万円） 15,256 112.5

報告セグメント計（百万円） 309,774 123.0

セグメント間取引（百万円） △2,772 98.9

合計（百万円） 307,001 123.2

　（注）　金額には消費税等を含んでおりません。 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

３【経営上の重要な契約等】

トステム株式会社と株式会社ＩＮＡＸほか３社との合併　

当社は、平成22年11月１日開催の取締役会において、連結子会社であるトステム株式会社を存続会社として、連結子

会社である株式会社ＩＮＡＸ、新日軽株式会社、東洋エクステリア株式会社及び株式会社ＬＩＸＩＬの５社が合併す

る「基本方針」を決議いたしました。

なお、合併の概要につきましては、「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表  注記事項（重要な後発事象）」

に記載しております。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結会計期間の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、次のとおりであります。

　

なお、本項に記載した将来や想定に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもの

であります。将来や想定に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、実際の結果

と大きく異なる可能性もあります。また、分析に記載した実績値は百万円未満端数切り捨てで記載しております。　

 

(1) 重要な会計方針及び見積り　

当社グループの四半期連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

しております。この四半期連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発事象の

開示項目及び報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行っております。これ

らの見積り及び判断は、過去の実績や状況に応じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき行っているため、

実際の結果は、これらと乖離する場合があります。特に当社グループの四半期連結財務諸表の作成において実施し

た評価、見積り及び判断は、その実質価額の判断、将来需要や市況予測、各種統計数値の前提設定及び実現可能性等

様々なファクターにより行っております。

その結果に大きく影響される重要な会計方針は、主に次のとおりであります。　

有価証券、たな卸資産、貸倒引当金、有形・無形固定資産、賞与引当金、資産除去債務、退職給付引当金及び繰延税

金資産等の評価

(2) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、景気に緩やかな回復の動きがみられたものの、失業率が高水

準で推移し、物価の動向は緩やかなデフレ状況にあるほか、海外経済動向や為替レートの変動もあって先行きは不

透明となっております。住宅業界においては、住宅取得支援策の後押しもあり新設住宅着工戸数は持ち直し基調に

あるものの、低い水準で推移しております。

当社グループでは、成長戦略の遂行や海外移転などによるコスト競争力の強化に取り組むなど、中期方針に基づ

く諸施策を着実に実行してまいりました。また、グループ内の重複部分の統合、相互活用によるシナジー創出に努

め、その一環として水回り設備事業において営業部門の統合子会社の営業を開始いたしました。

これらの活動の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は新規連結による影響もあり3,070億１百万円（前年

同四半期比23.2％増）、営業利益はコスト削減に努めたことなどから110億０百万円（前年同四半期比70.6％増）

と大幅な増収増益を達成することができました。経常利益は営業外収支悪化があったものの96億70百万円（前年同

四半期比51.5％増）、四半期純利益は前年同四半期に多額の減損損失があったことなどから特別損益が好転し37億

25百万円（前年同四半期は110億57百万円の四半期純損失）を計上することができました。

　

(3) セグメントの業績の状況

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）等を適用しておりますが、セグメント区分については実質的に変更がないため、前年同四半期比を記

載しております。

[金属製建材事業］

金属製建材事業においては、新日軽の子会社化に伴う影響などもあり、売上高は1,232億58百万円（前年同四半期

比28.2％増）、営業利益は工場再編などのコスト改善策が奏功し72億６百万円（前年同四半期比54.3％増）と大幅

な増収増益を確保することができました。　

　

[水回り設備事業]

水回り設備事業においては、サンウエーブ工業の新規連結もあり、売上高は979億７百万円（前年同四半期比

39.8％増）、営業利益は競争激化による販売価格の下落がありましたが27億58百万円（前年同四半期比18.9％増）

と増収増益を確保することができました。
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[その他建材・設備事業]

その他建材・設備事業においては、建築投資低迷の影響もあり、売上高は386億10百万円（前年同四半期比0.3％

減）と減収、利益面では事業のダウンサイジングなどに取り組み改善した結果、４億68百万円の営業利益（前年同

四半期は６億42百万円の営業損失）と黒字転換いたしました。

　　

[流通・小売り事業]

流通・小売り事業においては、新規出店効果などから、売上高は347億40百万円（前年同四半期比3.9％増）と増

収でありましたが、営業利益は２億69百万円（前年同四半期比70.4％減）と新業態展開の先行投資負担もあり減益

となりました。

　

[住宅・不動産他事業]

住宅・不動産他事業においては、収益構造の改革に努めた結果、売上高は152億56百万円（前年同四半期比12.5％

増）と増収、利益面では８億44百万円の営業利益（前年同四半期は３億66万円の営業損失）と黒字転換いたしまし

た。

　

    なお、セグメント別の売上高はセグメント間取引消去前であり、営業損益は全社費用控除前であります。

　

(4) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、新規連結に伴う資産の受入による増加と運転資本の季節的な増減か

ら、前連結会計年度末に比し950億78百万円増加の１兆1,285億82百万円となりました。なお、純資産は5,319億58百

万円、自己資本比率は46.5％であります。

　

(5) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前四半期連結会計期間末に比し、

後述する諸活動によるキャッシュ・フローと換算差額等の合計で60億52百万円減少し688億２百万円となりまし

た。

　

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、100億33百万円の資金増加となりました。前年同四半期と比して、税金等

調整前四半期純利益の水準は増加したものの、運転資金や非資金項目の変動などにより、11億99百万円の減少とな

りました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出のほか短期金融資産運用などにより△178億20百万円とな

りました。前年同四半期に比べて371億71百万円の支出減少であります。

　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の調達を行ったことなどにより22億51百万円の資金増加とな

りました。前年同四半期に比べて62億１百万円の資金減少であります。　
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なお、財務状況に関する主要な指標の推移は次のとおりであります。

 
前第２四半期
連結会計期間

当第２四半期
連結会計期間

前連結会計年度

 
(21/9

第２四半期)
(22/9

第２四半期)
(22/3期)

自己資本比率（％） 49.4 46.5 49.7

時価ベースの自己資本比率（％） 42.0 41.3　 51.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） ─ ─ 3.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 14.8 10.6 17.1

　（注）　自己資本比率                        ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率            ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率  ：有利子負債／キャッシュ・フロー

（四半期連結会計期間は記載しておりません。）

インタレスト・カバレッジ・レシオ    ：キャッシュ・フロー／利払い

※１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

(6) 対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、対処すべき課題や見通し等に重要な変更等はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

当社では、多数の株主に株式を中長期で保有していただくことが望ましいと考え、業績を向上し企業価値を高め

て、株主の支持をいただけるような施策を打ってまいります。よって、敵対的防衛策については、特に定めておりま

せん。　

(7) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、33億10百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,300,000,000

計 1,300,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 313,054,255 同左

東京証券取引所

大阪証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株　

計 313,054,255 同左 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成14年６月27日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 9,420

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）     （注）１ 9,420,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）       （注）２ 2,113

新株予約権の行使期間
自　平成17年４月１日

至　平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

                   発行価格      　    2,113

                   資本組入額　        1,057

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められな

い。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後株式数　 ＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当（付与）を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合には

この限りではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当（付与）契約」に定めると

ころによる。

②　本新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

③　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使条件は、⑤

に規定する「新株予約権割当（付与）契約」に定めるところによる。

④　新株予約権者は、割当（付与）を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。

⑤　その他の条件は、「新株予約権割当（付与）契約」に定めるとおりとする。
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（平成15年６月27日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,032

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）     （注）１ 1,032,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）       （注）２ 2,113

新株予約権の行使期間
自　平成18年４月１日

至　平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

                 発行価格  　　  　　 2,113

                 資本組入額         　1,057

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められな

い。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後株式数　 ＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社または当社子

会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合にはこの限り

ではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

②　新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

③　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使条件は、⑤

に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

④　新株予約権者は、割当を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。

⑤　その他の条件は、「新株予約権割当契約」に定めるとおりとする。
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（平成16年６月25日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 982

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）     （注）１ 982,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）       （注）２ 2,395

新株予約権の行使期間
自　平成19年４月１日

至　平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

                  発行価格    　　　　 2,395

                  資本組入額    　　　 1,198

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められな

い。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

　（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後株式数　 ＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社または当社子

会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合にはこの限り

ではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

②　新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

③　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使の条件は、

⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

④　新株予約権者は、割当を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。

⑤　その他の条件は、「新株予約権割当契約」に定めるとおりとする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 313,054 － 68,121 － 12,182

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社信託口
東京都中央区晴海一丁目８番11号 ※ 18,717 5.97

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社信託口
東京都港区浜松町二丁目11番３号 ※ 16,875 5.39

野村信託銀行株式会社信託口 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 ※ 12,156 3.88

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社信託口９
東京都中央区晴海一丁目８番11号 ※ 8,651 2.76

第一生命保険株式会社

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海    

　アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）

　 6,500 2.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 　 5,798 1.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  5,406 1.72

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

日本生命証券管理部内
 5,088 1.62

公益財団法人トステム建材産

業振興財団
東京都江東区大島二丁目１番１号  5,000 1.59

トステム従業員持株会 東京都江東区大島二丁目１番１号  4,728 1.51

計 －  88,923 28.40

　（注）　１．上記のほかに当社は自己株式28,250千株を所有しておりますが、当該自己株式については議決権の行使が制

限されるため、上記の大株主より除いております。

２．※はすべて信託業務に係るものであります。

３．野村信託銀行株式会社信託口12,156千株は、潮田洋一郎氏が委託した信託財産であり、信託契約上、議決権

の行使については同氏が指図権を留保しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 28,389,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 283,828,4002,838,284 －

単元未満株式 普通株式 836,655 － －

発行済株式総数  313,054,255 － －

総株主の議決権  － 2,838,284 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数６個）及び株主名簿

上は当社子会社名義になっておりますが実質的に保有していない株式が300株（議決権の数３個）含まれており

ます。

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社住生活グ

ループ

東京都江東区大島

二丁目１番１号
28,250,000 － 28,250,000 9.02

日本モザイクタイ

ル株式会社

愛知県常滑市字椎

田口５１番地
138,200 600 138,800 0.04

奥村トーヨー住器

株式会社

京都府長岡京市神

足雲宮８番地の１
－ 400 400 0.00

計 － 28,388,200 1,000 28,389,200 9.07

  （注）１．上記のほか、株主名簿上は当社子会社名義になっておりますが実質的に保有していない株式が300株（議決

権の数３個）あり、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

        ２．日本モザイクタイル株式会社は、当社子会社の取引先会社で構成される持株会（ＩＮＡＸグループ持株会　

愛知県常滑市鯉江本町五丁目１番地）に加入しており、同持株会名義で当社株式600株を所有しております。

        ３．奥村トーヨー住器株式会社は、当社子会社の取引先会社で構成される持株会（トステム取引先持株会 東京

都江東区大島二丁目１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式400株を所有しております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,958 1,841 1,858 1,807 1,785 1,714

最低（円） 1,782 1,699 1,680 1,669 1,565 1,588

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 76,912 98,504

受取手形及び売掛金 263,447 218,299

有価証券 12,995 20,987

商品及び製品 97,442 75,323

仕掛品 14,403 11,492

原材料及び貯蔵品 29,181 26,439

その他のたな卸資産 13,372 13,346

短期貸付金 13,114 11,329

繰延税金資産 16,067 14,307

その他 44,466 36,593

貸倒引当金 △5,678 △4,644

流動資産合計 575,726 521,980

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 436,269 384,333

減価償却累計額 △280,469 △237,873

建物及び構築物（純額） 155,799 146,459

機械装置及び運搬具 292,185 250,541

減価償却累計額 △239,917 △199,273

機械装置及び運搬具（純額） 52,268 51,267

土地 190,262 176,305

建設仮勘定 4,888 3,005

その他 89,929 69,990

減価償却累計額 △72,611 △55,149

その他（純額） 17,317 14,841

有形固定資産合計 420,536 391,880

無形固定資産

のれん 9,048 4,697

その他 14,035 13,144

無形固定資産合計 23,084 17,841

投資その他の資産

投資有価証券 37,855 38,563

長期貸付金 7,335 2,775

繰延税金資産 11,055 10,848

その他 77,201 70,967

貸倒引当金 △24,213 △21,354

投資その他の資産合計 109,235 101,801

固定資産合計 552,856 511,523

資産合計 1,128,582 1,033,503

EDINET提出書類

株式会社住生活グループ(E01317)

四半期報告書

17/41



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 150,357 121,603

短期借入金 45,848 47,319

1年内償還予定の社債 140 140

未払費用 48,825 44,305

未払法人税等 7,612 6,985

賞与引当金 17,300 15,682

工場再編関連損失引当金 951 913

資産除去債務 271 －

その他 68,017 56,218

流動負債合計 339,326 293,169

固定負債

社債 50,210 50,280

長期借入金 124,143 120,875

退職給付引当金 30,976 11,001

役員退職慰労引当金 605 1,034

繰延税金負債 6,234 6,185

負ののれん 493 772

資産除去債務 6,023 －

その他 38,612 33,863

固定負債合計 257,297 224,012

負債合計 596,624 517,181

純資産の部

株主資本

資本金 68,121 68,121

資本剰余金 260,179 259,702

利益剰余金 257,873 255,403

自己株式 △52,870 △63,766

株主資本合計 533,304 519,461

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 472 2,659

繰延ヘッジ損益 △107 41

為替換算調整勘定 △8,633 △8,223

評価・換算差額等合計 △8,268 △5,521

少数株主持分 6,921 2,382

純資産合計 531,958 516,321

負債純資産合計 1,128,582 1,033,503
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 472,479 575,523

売上原価 327,640 392,349

売上総利益 144,838 183,174

販売費及び一般管理費 ※1
 134,981

※1
 167,132

営業利益 9,857 16,041

営業外収益

受取利息 606 765

受取配当金 868 857

受取賃貸料 2,971 3,156

負ののれん償却額 218 278

持分法による投資利益 334 －

デリバティブ評価益 664 11

その他 1,604 2,204

営業外収益合計 7,268 7,274

営業外費用

支払利息 1,904 2,057

為替差損 88 686

賃貸収入原価 2,225 2,242

その他 724 2,305

営業外費用合計 4,943 7,292

経常利益 12,182 16,024

特別利益

固定資産売却益 76 313

投資有価証券売却益 1 10

抱合せ株式消滅差益 78 －

負ののれん発生益 － 3,082

段階取得に係る差益 － 3,009

持分変動利益 － 576

特別利益合計 157 6,991

特別損失

固定資産除売却損 1,153 827

投資有価証券評価損 252 235

関係会社株式評価損 1,013 938

工場再編関連損失 ※2
 3,905

※2
 583

投資有価証券売却損 － 20

減損損失 ※3
 12,712

※3
 618

抱合せ株式消滅差損 － 59

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,876

特別損失合計 19,038 7,159

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△6,698 15,856

法人税、住民税及び事業税 6,006 7,134

法人税等調整額 △2,810 476

法人税等合計 3,195 7,611

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,245

少数株主利益 4 165

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,898 8,079
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 249,125 307,001

売上原価 173,600 210,103

売上総利益 75,524 96,898

販売費及び一般管理費 ※1
 69,078

※1
 85,897

営業利益 6,446 11,000

営業外収益

受取利息 286 408

受取配当金 29 41

受取賃貸料 1,480 1,544

負ののれん償却額 108 139

持分法による投資利益 334 －

デリバティブ評価益 179 241

その他 756 863

営業外収益合計 3,176 3,238

営業外費用

支払利息 970 1,026

為替差損 696 860

賃貸収入原価 1,097 1,139

その他 476 1,541

営業外費用合計 3,240 4,567

経常利益 6,382 9,670

特別利益

固定資産売却益 23 255

投資有価証券売却益 2 2

持分変動利益 － 576

特別利益合計 25 834

特別損失

固定資産除売却損 823 445

投資有価証券評価損 30 107

関係会社株式評価損 222 938

工場再編関連損失 ※2
 2,883

※2
 445

投資有価証券売却損 － 13

減損損失 ※3
 12,413

※3
 618

特別損失合計 16,374 2,569

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△9,966 7,936

法人税、住民税及び事業税 1,993 3,157

法人税等調整額 △900 863

法人税等合計 1,092 4,020

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,915

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 189

四半期純利益又は四半期純損失（△） △11,057 3,725
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△6,698 15,856

減価償却費 15,780 17,071

減損損失 12,712 618

負ののれん償却額 △218 △278

負ののれん発生益 － △3,082

のれん償却額 － 2,309

貸倒引当金の増減額（△は減少） 174 △376

工場再編関連損失引当金の増減額(△は減少) 1,543 38

退職給付引当金の増減額（△は減少） △257 △514

前払年金費用の増減額（△は増加） 362 384

受取利息及び受取配当金 △1,475 △1,623

支払利息 1,904 2,057

為替差損益（△は益） 106 △38

持分法による投資損益（△は益） △334 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 1,263 1,183

固定資産除売却損益（△は益） 1,077 514

段階取得に係る差損益（△は益） － △3,009

持分変動損益（△は益） － △576

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,876

売上債権の増減額（△は増加） 12,364 11,163

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,477 △10,868

仕入債務の増減額（△は減少） △11,605 △9,851

その他 △582 △1,098

小計 30,593 23,756

利息及び配当金の受取額 1,391 1,551

利息の支払額 △1,903 △2,103

法人税等の支払額 △1,992 △5,927

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,088 17,276
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △5,280 1,294

有価証券の取得による支出 △71,482 △60,985

有価証券の売却及び償還による収入 81,484 68,981

有形及び無形固定資産の取得による支出 △15,210 △16,975

有形及び無形固定資産の売却による収入 274 667

投資有価証券の取得による支出 △4,138 △4,328

投資有価証券の売却及び償還による収入 24 152

子会社株式の売却による収入 － 4,577

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△8,493 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 4,422

短期貸付金の増減額（△は増加） 932 △1,899

長期貸付けによる支出 △247 △4,798

長期貸付金の回収による収入 928 356

金銭の信託の取得による支出 － △5,009

金銭の信託の償還による収入 － 6,509

その他の支出 △5,897 △1,996

その他の収入 559 494

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,548 △8,537

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△1,163 △20,144

連結会社間の債権の流動化の増減額(△は減少) △2,799 0

長期借入金の返済による支出 △52,035 △6,555

長期借入れによる収入 41,000 5,000

リース債務の返済による支出 △405 △946

社債の償還による支出 △85 △6,820

社債の発行による収入 14,925 －

自己株式の処分による収入 0 1

自己株式の取得による支出 △8 △4,626

配当金の支払額 △5,578 △5,577

少数株主への配当金の支払額 △63 △146

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,213 △39,815

現金及び現金同等物に係る換算差額 216 △282

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,457 △31,358

現金及び現金同等物の期首残高 73,973 89,302

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,488 412

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 10,445

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

265 0

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 72,269

※
 68,802
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、サンウエーブ工業株式会社は株式交換

により当社の子会社となったため同社及び同社の子会社１社を、新日軽

株式会社は株式取得により当社の子会社となったため同社及び同社の子

会社26社を、株式会社ＬＩＸＩＬ及び株式会社ＩＮＡＸサンウエーブ

マーケティングは新たに設立したため、大分トステム株式会社ほか２社

は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。また、ニッタン精

機株式会社は平成22年４月１日付でニッタン電子株式会社に吸収合併さ

れました。

当第２四半期連結会計期間より、株式会社クワタは重要性が増したため、

連結の範囲に含めております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

　  102社

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用関連会社　

(1) 持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間において、サンウエーブ工業株式会社は株式交

換により当社子会社となったため、持分法適用関連会社から連結子会社

に移行しております。

　 (2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　  ０社

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれ

ぞれ183百万円、税金等調整前四半期純利益は4,055百万円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

6,107百万円であります。

(2) 企業結合に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計  

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年

12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20

年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「のれん償却額」は重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「のれん償却額」

は615百万円であります。

また、前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の支出」に含めて表

示しておりました「金銭の信託の取得による支出」は重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記

することとしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の支出」

に含まれる「金銭の信託の取得による支出」は△3,000百万円であります。

　　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売運賃 14,088百万円

貸倒引当金繰入額 1,101 

従業員給与手当 40,555 

賞与引当金繰入額 11,424 

退職給付費用 2,639 

　

販売運賃 18,885百万円

貸倒引当金繰入額 754 

従業員給与手当 48,332 

賞与引当金繰入額 12,775 

退職給付費用 3,587 

のれん償却額 2,309　

　

※２．工場再編関連損失の内訳は次のとおりであります。

なお、工場再編関連損失には、引当金繰入額が1,871

百万円含まれております。

※２．工場再編関連損失の内訳は次のとおりであります。

なお、工場再編関連損失には、引当金繰入額が512百

万円含まれております。

固定資産除却損等相当額 2,611百万円

特別退職金等 222 

設備解体費用等 655 

その他 416 

　

固定資産除却損等相当額 324百万円

特別退職金等 72 

設備解体費用等 134 

その他 51 

　

※３．当第２四半期連結累計期間において、次の資産につ

いて固定資産減損損失を計上いたしました。

※３．当第２四半期連結累計期間において、次の資産につ

いて固定資産減損損失を計上いたしました。

用途 外装建材製造設備

場所 茨城県坂東市 他

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 40百万円

その他 36  

 計 76  

用途 構造体製造設備

場所 岡山県赤磐市 他 

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 6百万円

その他 0  

 計 6  

用途 構造体製造設備

場所 愛知県豊橋市 他 

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 5百万円

その他 1  

 計 6  

用途 ビル建材製造設備

場所 富山県小矢部市 

種類

及び

金額

その他 21百万円

　 　  

 計 21  

用途 ビル建材製造設備

場所 茨城県土浦市 他

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 12百万円

その他 26  

 計 38  

　

用途 シニアマンション

場所 福岡県福岡市早良区

種類

及び

金額

土地 182百万円

　 　  

計 182  
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

用途 介護付マンション

場所 東京都世田谷区

種類

及び

金額

建物及び構築物 727百万円

土地 35  

その他 13  

 計 776  

用途 小売店舗

場所 北海道札幌市手稲区

種類

及び

金額

建物及び構築物 1百万円

その他 7  

 計 8  

用途 小売店舗

場所 愛知県半田市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 8百万円

その他 53  

 計 61  

用途 遊休資産等

場所 福島県須賀川市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 50百万円

土地 348 　

 計 399  

用途 遊休資産等

場所 京都府綾部市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 1,432百万円

機械装置及び運搬具 3  

土地 10,315 

その他 0  

 計 11,752 

　

　

　

（資産のグルーピングの方法）

事業用資産については継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の区分を考慮し、遊休資産等については個

別物件単位に資産をグルーピングしております。

（資産のグルーピングの方法）

事業用資産については継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の区分を考慮し、遊休資産等については個

別物件単位に資産をグルーピングしております。

（減損損失認識に至った経緯）

外装建材事業、構造体事業、ビル建材事業、介護付マン

ション及び小売店舗については業績が低迷し収益性が

著しく低下したため、遊休資産等については主として需

要環境の大幅な悪化を契機に構造改革の一環として生

産体制を見直したことに伴い閉鎖決定済工場などが遊

休状態となることから、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し特別損失として計上したものでありま

す。 

（減損損失認識に至った経緯）

構造体事業、ビル建材事業、シニアマンション及び小売

店舗については業績が低迷し収益性が著しく低下した

ため、遊休資産等については主として土地等の不動産の

市場価格が下落したため、当該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し特別損失として計上したものであり

ます。 

（回収可能価額の算定について）

小売店舗については使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを８％で割り引いて算定しており

ます。外装建材事業、構造体事業、ビル建材事業、介護付

マンション及び遊休資産等については正味売却価額に

より測定しており、その評価は主として不動産鑑定士の

不動産鑑定評価額を使用しております。 

（回収可能価額の算定について）

小売店舗については使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを８％で割り引いて算定しており

ます。構造体事業、ビル建材事業、シニアマンション及び

遊休資産等については正味売却価額により測定してお

り、その評価は主として不動産鑑定士の不動産鑑定評価

額を使用しております。 
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売運賃 7,180百万円

貸倒引当金繰入額 481 

従業員給与手当 20,118 

賞与引当金繰入額 5,575 

退職給付費用 1,296 

　

販売運賃 9,657百万円

貸倒引当金繰入額 754 

従業員給与手当 23,726 

賞与引当金繰入額 6,784 

退職給付費用　 1,786　

のれん償却額 1,313　

　

※２．工場再編関連損失の内訳は次のとおりであります。

なお、工場再編関連損失には、引当金繰入額が1,013

百万円含まれております。

※２．工場再編関連損失の内訳は次のとおりであります。

なお、工場再編関連損失には、引当金繰入額が389百

万円含まれております。

固定資産除却損等相当額 2,214百万円

特別退職金等 237 

設備解体費用等 15 

その他 416 

　

固定資産除却損等相当額 247百万円

特別退職金等 74 

設備解体費用等 72 

その他 51 

　

※３．当第２四半期連結会計期間において、次の資産につ

いて固定資産減損損失を計上いたしました。

※３．当第２四半期連結会計期間において、次の資産につ

いて固定資産減損損失を計上いたしました。

用途 外装建材製造設備

場所 茨城県坂東市 他

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 40百万円

その他 36  

 計 76  

用途 構造体製造設備

場所 岡山県赤磐市 他 

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 6百万円

その他 0  

 計 6  

用途 構造体製造設備

場所 愛知県豊橋市 他 

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 5百万円

その他 1  

 計 6  

用途 ビル建材製造設備

場所 富山県小矢部市 

種類

及び

金額

その他 21百万円

　 　  

 計 21  

用途 ビル建材製造設備

場所 茨城県土浦市 他

種類

及び

金額

機械装置及び運搬具 12百万円

その他 26  

 計 38  

　

　

用途 シニアマンション

場所 福岡県福岡市早良区

種類

及び

金額

土地 182百万円

　 　  

計 182  
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

用途 介護付マンション

場所 東京都世田谷区

種類

及び

金額

建物及び構築物 727百万円

土地 35  

その他 13  

 計 776  

用途 小売店舗

場所 北海道札幌市手稲区

種類

及び

金額

建物及び構築物 1百万円

その他 7  

 計 8  

用途 小売店舗

場所 愛知県半田市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 7百万円

その他 53  

 計 60  

用途 遊休資産等

場所 福島県須賀川市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 50百万円

土地 348 　

 計 399  

用途 遊休資産等

場所 京都府綾部市 他

種類

及び

金額

建物及び構築物 1,267百万円

機械装置及び運搬具 0  

土地 10,187 

 計 11,454 

　

　

　

（資産のグルーピングの方法）

事業用資産については継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の区分を考慮し、遊休資産等については個

別物件単位に資産をグルーピングしております。

（資産のグルーピングの方法）

事業用資産については継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の区分を考慮し、遊休資産等については個

別物件単位に資産をグルーピングしております。

（減損損失認識に至った経緯）

外装建材事業、構造体事業、ビル建材事業、介護付マン

ション及び小売店舗については業績が低迷し収益性が

著しく低下したため、遊休資産等については主として需

要環境の大幅な悪化を契機に構造改革の一環として生

産体制を見直したことに伴い閉鎖決定済工場などが遊

休状態となることから、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し特別損失として計上したものでありま

す。 

（減損損失認識に至った経緯）

構造体事業、ビル建材事業、シニアマンション及び小売

店舗については業績が低迷し収益性が著しく低下した

ため、遊休資産等については主として土地等の不動産の

市場価格が下落したため、当該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し特別損失として計上したものであり

ます。 

（回収可能価額の算定について）

小売店舗については使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを８％で割り引いて算定しており

ます。外装建材事業、構造体事業、ビル建材事業、介護付

マンション及び遊休資産等については正味売却価額に

より測定しており、その評価は主として不動産鑑定士の

不動産鑑定評価額を使用しております。 

（回収可能価額の算定について）

小売店舗については使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを８％で割り引いて算定しており

ます。構造体事業、ビル建材事業、シニアマンション及び

遊休資産等については正味売却価額により測定してお

り、その評価は主として不動産鑑定士の不動産鑑定評価

額を使用しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 92,191百万円

定期預金 △19,922 

現金及び現金同等物 72,269 

現金及び預金勘定 76,912百万円

定期預金 △8,110 

現金及び現金同等物 68,802 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式                313,054千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式                 28,250千株

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月17日

取締役会
普通株式 5,577 20平成22年３月31日平成22年６月２日 利益剰余金

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日

取締役会
普通株式 5,696 20平成22年９月30日平成22年11月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
金属製建
材事業
(百万円)

水回り設
備事業 
(百万円)

その他建
材・設備
事業
(百万円)

流通・小
売り事業
(百万円)

住宅・不
動産他
事業
(百万円)

 計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       　  

(1）外部顧客に対する売

上高
95,16369,30338,23233,19813,227249,125 － 249,125

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
995 738 483 250 333 2,801(2,801) －

計 96,15870,04238,71533,44813,560251,927(2,801)249,125

営業利益（△損失） 4,6692,320△642 911 △366 6,891 (444)6,446

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
金属製建
材事業
(百万円)

水回り設
備事業 
(百万円)

その他建
材・設備
事業
(百万円)

流通・小
売り事業
(百万円)

住宅・不
動産他
事業
(百万円)

 計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高
176,641129,83873,61968,61423,766472,479 － 472,479

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,5821,337 780 452 625 4,778(4,778) －

計 178,223131,17574,39969,06724,392477,258(4,778)472,479

営業利益（△損失） 7,9823,147△1,2162,570△1,77410,709(852)9,857

（注）１．事業区分の方法

事業区分は市場の類似性や事業戦略に基づく事業ドメインとの整合性等を考慮して区分しております。

２．各事業の主要製品

事業区分 主要製品

金属製建材事業 

金属製建材類（住宅・ビル・店舗用サッシ、中低層用サッシ、玄関ドア－、各

種シャッター、カーテンウォール、門扉、カーポート、手摺、高

欄、防潮・防水板、遮煙スクリーン等）

水回り設備事業
水回り設備類（衛生機器、シャワートイレ、水栓金具、手洗器、浴槽、ユニット

バス、システムキッチン、洗面器、洗面カウンター等）

その他建材・設備事業

防災・消火設備類（ビル・公共施設用防災・消火設備、住宅用火災警報器

等）

木質内装建材類（窓枠、造作材、インテリア建材等）

その他建材類（住宅・ビル外装タイル、内装タイル、サイディング、石材、屋根

材等）

流通・小売り事業 ホームセンター（生活用品、ＤＩＹ用品等）

住宅・不動産他事業

住宅ソリューション（工務店のフランチャイズチェーンの展開、建築請負、住

宅瑕疵担保責任保険、構造体、地盤調査・改良等）

不動産（土地、建物、不動産事業のフランチャイズチェーンの展開支援等）

介護付マンション事業（介護付マンション）

その他（経営指導、販促物等）
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３．会計方針の変更

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高は、水回り設備事業で

2,485百万円、その他建材・設備事業で83百万円それぞれ増加し、営業利益は、水回り設備事業で239百万円、

その他建材・設備事業で10百万円それぞれ増加しております。

４．事業区分の変更

従来、事業区分については、市場の類似性を考慮した区分により、住宅関連事業、ビル関連事業及びその他事

業に区分しておりましたが、前連結会計年度末より、金属製建材事業、水回り設備事業、その他建材・ 設備事

業、流通・小売り事業及び住宅・不動産他事業に変更しております。

この変更は、近年における事業環境及び市場ニーズの変化に伴う当社グループの各事業規模及び構成の変化

等に加え、前連結会計年度から開始した「新中期経営計画」により当社グループの事業ドメインの位置付け

を見直したことに伴い、前連結会計年度末に当社グループの事業ドメイン別業績管理制度が整備されたこと

により、事業内容をより適切に開示できると判断したことによるものであります。

なお、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間のセグメント情報を当第２四半期連結会計

期間及び当第２四半期連結累計期間の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は次のとおり

であります。

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
金属製建
材事業
(百万円)

水回り設
備事業 
(百万円)

その他建
材・設備
事業
(百万円)

流通・小
売り事業
(百万円)

住宅・不
動産他
事業
(百万円)

 計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高
106,81575,04546,04232,56615,282275,752 － 275,752

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
643 685 10 298 288 1,927(1,927) －

計 107,45975,73146,05232,86515,571277,680(1,927)275,752

営業利益 4,5631,463 772 711 822 8,333 (403)7,930

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
金属製建
材事業
(百万円)

水回り設
備事業 
(百万円)

その他建
材・設備
事業
(百万円)

流通・小
売り事業
(百万円)

住宅・不
動産他
事業
(百万円)

 計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高
195,823141,53188,31565,92628,440520,037 － 520,037

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,1421,289 302 538 665 3,938(3,938) －

計 196,966142,82188,61866,46429,106523,976(3,938)520,037

営業利益 7,3183,1591,0152,136 709 14,338(731)13,607
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社グループは、製品・サービス等を市場の類似性や事業戦略に基づく事業ドメインとの整合性等を勘案

し、「金属製建材事業」「水回り設備事業」「その他建材・設備事業」「流通・小売り事業」「住宅・不動

産他事業」の５つを報告セグメントとしており、報告セグメントごとにＣＥＯを設置することで責任者を明

確化するなどのセグメント別経営を行っております。　

  「金属製建材事業」はサッシ、ドア、シャッター等を、「水回り設備事業」は衛生設備、バスルーム、キ

ッチン等を、「その他建材・設備事業」は防災・消火設備類、内装外装建材類等を製造及び販売しておりま

す。「流通・小売り事業」は生活用品、ＤＩＹ用品、建築資材等を販売しております。「住宅・不動産他事

業」は住宅ソリューションの提供、不動産の販売、管理、介護付マンションの運営等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

  当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント

 合計
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

金属製建
材事業

水回り設
備事業

その他建
材・設備
事業

流通・小
売り事業

住宅・不
動産他
事業

売上高         

外部顧客への売上高 226,044180,68172,56369,24226,992575,523 － 575,523

セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,1671,388 867 479 683 5,585△5,585 －

計 228,211182,06973,43069,72227,675581,109△5,585575,523

セグメント利益又は損失

（△）
11,9283,297△105 1,385 626 17,130△1,08916,041

（注）１.セグメント利益の調整額△1,089百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,089百万円が含

まれております。全社費用は、主として連結財務諸表提出会社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であり

ます。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント

 合計
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

金属製建
材事業

水回り設
備事業

その他建
材・設備
事業

流通・小
売り事業

住宅・不
動産他
事業

売上高         

外部顧客への売上高 122,18397,20838,20534,50114,903307,001 － 307,001

セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,075 699 405 239 353 2,772△2,772 －

計 123,25897,90738,61034,74015,256309,774△2,772307,001

セグメント利益 7,2062,758 468 269 844 11,548△547 11,000

（注）１.セグメント利益の調整額△547百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△547百万円が含まれ

ております。全社費用は、主として連結財務諸表提出会社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　　

（追加情報）

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,843.50円 １株当たり純資産額 1,842.78円

　  　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 531,958 516,321

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
6,921 2,382

（うち少数株主持分） (6,921) (2,382)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
525,036 513,939

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（千株）
284,804 278,893

　

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失 35.49円 １株当たり四半期純利益 28.45円

　    （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第２四半期連結累計期間は希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、前第２四半期連結累計期間は、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　          ２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △9,898 8,079

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△9,898 8,079

期中平均株式数（千株） 278,900 283,961

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失 39.65円 １株当たり四半期純利益 13.08円

　    （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第２四半期連結会計期間は希薄化効果を有する

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、前第２四半期連結会計期間は、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　          ２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △11,057 3,725

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△11,057 3,725

期中平均株式数（千株） 278,898 284,805

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－

　

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

トステム株式会社と株式会社ＩＮＡＸほか３社との合併　

 当社は、平成22年11月１日開催の取締役会において、連結子会社であるトステム株式会社を存続会社として、連結子

会社である株式会社ＩＮＡＸ、新日軽株式会社、東洋エクステリア株式会社及び株式会社ＬＩＸＩＬの５社が合併す

る「基本方針」を決議いたしました。

(1) 合併の目的

  少子高齢化社会の到来やグローバル化の進展など、わが国住宅市場をとりまく環境が大きく変化する中、「選

択と集中」の戦略の下、業務運営体制を効率化するとともに、住宅リフォームやアジア市場といった成長分野に

経営資源を投入するため、これまで商材ごとに存在していた事業会社の組織を統合し、国内営業、海外事業、金属

建材事業、水回り事業といった機能別のカンパニー組織として再編いたします。

  これにより、お客様に対し既存の商材の枠組みを超えた総合的なソリューションを提供できる体制へと変更い

たします。また、営業拠点やショールーム、管理部門などの統合により重複機能を解消し組織を効率化するととも

に、意思決定の迅速化を図ってまいります。

(2) 合併の日程

      合併方針決定取締役会（当社）   平成22年11月１日  

      合併決議取締役会（当事会社）   平成23年１月（予定）

      合併契約締結（当事会社）       平成23年１月（予定）

      合併承認株主総会（当事会社）   平成23年２月（予定）

      合併の予定日                   平成23年４月１日（予定）

(3) 合併方式

    トステム株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、ほか４社は解散する予定であります。　　
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

(4) 合併当事会社の概要（平成22年９月30日現在）　

　① 商号 トステム株式会社 株式会社ＩＮＡＸ 新日軽株式会社

　② 事業内容
住宅用建材、ビル用建材、住

宅設備機器の製造・販売　

タイル、建材、住宅設備機器

の製造・販売

アルミニウム建材製品の製

造・販売　

　③ 設立年月 平成13年10月 大正13年２月 昭和55年10月

　④ 本店所在地　 東京都江東区 愛知県常滑市 東京都江東区

　⑤ 代表者の役職・

     氏名　

代表取締役社長

大竹 俊夫　

代表取締役

社長執行役員

川本 隆一　

代表取締役社長

杉本 正和　

  ⑥ 資本金 34,600百万円 48,468百万円 16,403百万円

　⑦ 純資産 274,193百万円 187,554百万円 4,672百万円

　⑧ 総資産　 400,198百万円 270,525百万円 75,719百万円

　

　① 商号 東洋エクステリア株式会社　 株式会社ＬＩＸＩＬ

　② 事業内容 エクステリア製品の製造・販売　 統合営業戦略の立案

　③ 設立年月 昭和49年11月 平成22年４月

　④ 本店所在地　 東京都新宿区 東京都中央区

　⑤ 代表者の役職・

     氏名　

代表取締役社長

福田 功　

代表取締役社長

井植 敏雅　

  ⑥ 資本金 12,956百万円 100百万円

　⑦ 純資産 42,500百万円 116百万円

　⑧ 総資産　 60,154百万円 212百万円

(注) 株式会社ＬＩＸＩＬ以外の純資産、総資産につきましては、平成22年３月31日現在のものであります。

(5) 合併後の状況（予定）　

  ① 商号 株式会社ＬＩＸＩＬ（注）

　② 事業内容 建材・設備機器の製造・販売及びその関連サービス業

  ③ 本店所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号

　④ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 杉野 正博

  ⑤ 資本金 34,600百万円

(注)５社合併を契機にトステム株式会社から株式会社ＬＩＸＩＬへ商号の変更を予定しております。　

　

２【その他】

平成22年11月１日開催の取締役会において、平成22年９月30日の株主名簿に記載又は記録されている株主に対し

て行う中間配当につき、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当金総額　　　  　          　    5,696,085,060円

②　１株当たり中間配当金　                   　　 　 　20円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　 平成22年11月26日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 
 

平成２１年１１月５日

 
株式会社　住生活グループ  

取締役会 御中

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

  公認会計士 笹井和廣 印

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

  公認会計士 平野善得 印

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

  公認会計士 山野辺　純　一 印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲

げられている株式会社住生活グループの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

の連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日

まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項

に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続によ

り行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社住生

活グループ及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

EDINET提出書類

株式会社住生活グループ(E01317)

四半期報告書

38/41



以　上　

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２２年１１月５日

　

株式会社　住生活グループ 　

取 締 役 会 御中

　

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

　 公認会計士 笹 井 和 廣 印

　指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

　 公認会計士 平 野 善 得 印

　指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

　 公認会計士 山野辺 　 純 　 一 印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

住生活グループの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平

成２２年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社住生活グループ及び連結子会社の平成２２年９月

３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
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追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計

期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号　平成２０年３月３１日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平成２０年３月３１日）を適用している。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計

期間から、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号　平成２０年１２月２６日）、「連結財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第２２号　平成２０年１２月２６日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の

一部改正」（企業会計基準第２３号　平成２０年１２月２６日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成２０年１２月２６日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第１６号平成２０年１２月２

６日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１

０号　平成２０年１２月２６日）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

（※）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬ自体は含まれていません。
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